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はじめに 

 

名古屋市会平成26年 2 月定例会において、議員提出による「名古屋市空家等対策

の推進に関する条例（以下、「条例」という。）」が成立し、平成26年 4 月 1 日に施

行（同年 7 月 1 日に全面施行）されました。 

 国においても議員提出による「空家等対策の推進に関する特別措置法（以下、

「法律」という。）」が成立し、平成27年 2 月26日に施行（同年 5 月26日に全面施

行）されました。 

 条例は法律に先駆けて施行されましたが、その後の同趣旨の法律の施行に伴い、

平成27年9月定例会において、法律の規定に合わせる形で、条例の一部改正（同年

11月1日施行）を行いました。 

法律・条例では、適切な管理が行われていない空家等が様々な面で地域住民の生

活環境に深刻な影響を及ぼしていることに鑑み、空家等の所有者等の責務及び空家

等対策の推進に関する市の責務を明らかにするとともに、市民等からの情報の提供、

適切な管理がなされていない空家等に対する措置及び空家の活用や未然防止等に関

し、必要な事項を定めています。 

この報告書は、条例第16条に基づき本市における空家等に関する対策の実施状況

等の概要を市会に報告するとともに、公表するものです。 

 

    

 



平成27年度 空家等に関する対策の実施状況等                  

  

平成27年度は、法律・条例に基づき、次のような取組みを実施しました。 

 

1  広報・周知 

  空家等の適切な管理が図られるよう、以下の媒体等で広報・周知に努めま

した。 

 

内 容 実 績 

リーフレットの配布等  約20,000部 作成 

市広報紙での記事掲載 
広報なごや 

   平成27年11月号 

市広報ラジオ番組での紹介 

「HAPPY LIFE NAGOYA」 2 回

「名古屋市インフォメーシ

ョン」 3 回 

市公式ウェブサイトへの掲載 

掲載時期 

 平成26年 4 月～ 

（平成26年度より継続） 
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2  相談・問合せ窓口 

  市役所及び区役所（16区）において、市民の方からの空家等に関するご相

談・問合せを受け付けました。 

 

内 容    受付件数（延べ） 

管理が不適切な空家等に関する相談・通報   ８０７件（66.7%） 

空家等の所有者等からの相談・問合せ   １６３件（13.5%） 

その他の相談・問合せ   ２４０件（19.8%） 

           計      １，２１０件   

注 （ ）内は相談・問合せ件数全体に対する割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜相談・問合せの内容別内訳＞ 
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3  空家等の調査・確認（特定空家等） 

  市民の方からの情報提供等により把握した空家等（１，１１６件）につい

ては現地の調査・確認を行い、そのうち2 0 5件について法律・条例に規定す

る特定空家等（周辺に危険や悪影響を及ぼしている空家等）と認定・判断し

ました。  

 

区 分 物件数 
 

調査・確認した空家等    １，１１６件 

特定空家等   ２０５件（18.4％） 

その他の空家等 

  （状況軽微等） 
  ９１１件（81.6％） 

  注 1  物件数には条例制定以前からの把握物件も含む 

     2  （ ）内は調査・確認した空家等全体に対する割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜調査・確認した空家等の内訳＞ 
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なお、特定空家等（2 0 5件）の主な不適切な管理の状態別内訳は以下のと

おりでした。 

 

 区 分（主な不適切な管理の状態） 物件数 

 

特定空家等 ２０５件 

保安上危険   １４７件（71.7％） 

衛生上有害     １件（ 0.5％） 

景 観 支 障     ３１件（15.1％） 

そ の 他    ２６件（12.7％） 

注 （ ）内は特定空家等全体に対する割合 
 
 
 

 
＜特定空家等の主な不適切な管理の状態別内訳＞ 
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4  特定空家等への対応 

特定空家等の所有者等に対しては、適切な管理がなされるように法律・条例

に基づく指導等を実施しました。なお、平成27年度末時点での特定空家等の状

況は以下のとおりとなっています。 

 

区 分（特定空家等の状況）      物 件 数 
 

 特定空家等 ２０５件 

 
 
 
 
 
  
 

不適切な管理の状態が解消した    ６９件（33.7％） 

不適切な管理の状態の一部が解消した    ３２件（15.6％） 

不適切な管理の状態が解消する予定で

ある 
   １６件（ 7.8％） 

不適切な管理の状態が継続している    ８８件（42.9％） 

  注 （ ）内は特定空家等全体に対する割合 
 

 

 

 

＜特定空家等の平成 27 年度末時点での状況別内訳＞ 
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また、国の「空き家再生等推進事業」を活用し、特定空家等のうち周辺に著

しい保安上の危険を及ぼしているものについて、除却費の一部を補助すること

で、所有者による除却を促しました。 

 

区  分 補助件数 

  老朽危険空家等除却費補助金 
（補助率 2 分の 1 、上限額60万円） 

     11件 

 

 

5  実施体制 

  空家等対策を以下のような体制で推進しました。 

区  分 内  容 

専任職員の配置 
法律・条例を所管する市民経済局地域振興

部地域振興課に専属職員を 3 名（主査 1 名、

技師 2 名）引続き配置。 

空家等対策連携会議 
空家等対策の推進に関し、関係局・区の連

携・協力を図り、また、各区の空家等対策

会議との連絡・調整を行うもの。 

各区空家等対策会議 
（区プロジェクトチーム）

区内の空家等への対応に関し、区役所及び

区内関係部署との連携・協力を図るもの。

名古屋市空家等対策審議会

学識経験者等で構成し、法律第14条第 3 項

による措置命令等について調査審議を行う

もの。 

空家等対策推進会議 
本市の空家等対策を総合的かつ計画的に推

進するため、会長・副会長を副市長とした

局長級会議。 
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